
公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

Ⅰ　基本的事項
１　事業の概要 特別会計名：北茨城市工業用水道事業会計

注１　「特別会計名」欄には、「実施要綱」の２において、補償金免除繰上償還の対象とされた公営企業債のうち、繰上償還を希望する公営企業

　　債に係る事業の属する特別会計の名称を記入すること。

　２　「事業開始年月日」欄は、「地方公営企業決算状況調査」における「施設及び業務概況に関する調」中の「事業開始年月日」又は「供用開

　　始年月日」（工業用水道事業にあっては「供給開始（予定）年月日」）を記入すること。なお、一の特別会計において複数の事業を行ってい

　　る場合には、当該年月日が最も早い（古い）ものに係る年月日を記入すること。

　３　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」欄に一部事務組合

　　等の名称を記入し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　４　「職員数」欄には、平成22年4月1日における常時雇用職員数について記入すること。なお、当該職員数については、「地方公営企業決算状

　　況調査」における「施設及び業務概況に関する調」中の「職員数」の範囲と同一（ただし、集計時点・集計単位は異なる。）のものであるこ

　　と。また、複数事業にまたがって勤務している職員がいる場合は、当該職員の所掌事務、給与の負担状況等により区分して記入すること。

　５　「健全化判断比率の状況」欄については、繰上償還を実施しようとする年度において当該団体の健全化判断比率又は当該公営企業の資金不

　　足比率が財政再生基準、早期健全化基準又は経営健全化基準以上である場合、該当するものをチェックすること。その場合には、財政再生計

　　画、財政健全化計画又は経営健全化計画の計画期間を併せて記入すること（複数の項目に該当する場合は、該当する項目全てをチェックし、

　　策定している全ての計画の計画期間を記入すること 。）。　

２　財政指標等

財政力指数

資金不足比率（健全化法）（％） 財政力指数（臨財債振替前）

経常収支比率  （％） 実質公債費比率　 （％）

将来負担比率　   （％）

注１　資本費については、平成20年度又は平成21年度の数値を記入することとし、財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率及び将来負担比率

　　については、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を記入すること。

　　　この場合、財政力指数及び実質公債費比率については、平成21年度又は平成22年度の数値を、経常収支比率及び将来負担比率については、

　　平成20年度又は平成21年度の数値をそれぞれ記入することとし、これら以外の数値については、直近の地方財政状況調査及び公営企業決算状

　　況調査の報告（又は報告を予定している）数値を記入すること。

　　　なお、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率及び将来負担比率については、

　　その構成団体の各数値を加重平均したものを記入すること（ただし、一部事務組合等の構成団体に財政力指数1.0以上の団体がある場合には、

　　構成団体の中で最も低い財政力指数の団体の数値を記入すること。）。

　　　また、一部事務組合等に係る将来負担比率については、各構成団体の将来負担比率を各構成団体の団体区分ごとに別表１の基準１で除し、

　　それにより得た数値を将来負担比率算出における分母の額に応じて加重平均したものを記入すること。　

　２　財政指標については、条件該当年度を（　）内に記入すること。また、財政力指数以外の財政指標については、数値相互間で年度（地方財

　　政状況調査等における年度）を混在して使用することがないよう留意すること。

　３　財政力指数（臨財債振替前）については、財政力指数が１．０以上の団体で、臨時財政対策債振替前の基準財政需要額を用いて算出した場

　　合の財政力指数が１．０を下回る場合についてのみ記入すること。この場合には、補足様式１を作成し添付すること。なお、一部事務組合等

　　については本欄の記入は不要であること。

　４　「資金不足比率(健全化法)」欄には、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条の規定に基づいて算出した率が経営健全化基準以上

　　である場合に、当該率を記入すること。

　５　注１に関連して、一部事務組合等については、補足様式２を作成し添付すること。

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（平成16年法律第59号）第２条第２項に規定する合併

　　市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示の

　　あったものをいう。

　２　「旧法による合併市町村」とは、旧市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２項に規定する合併市町村（平成７

　　年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置されたものに限る。）をいう。

　３　□にレを付けた上で、市町村合併に伴い実施（予定）の公営企業会計の統合、組織の統合その他公営企業の経営の合理化施策の内容を記入

　　すること。　

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

公 表 の 方 法 等 市のホ－ムペ－ジへ掲載
基 本 方 針

維持管理費の圧縮により、修繕費の経費の節減を図る。

計 画 期 間 平成22年度～平成26年度
計 画 策 定 責 任 者 北茨城市長　豊　田　　　稔
既存計画との関係

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　□　該当なし

〔合併期日：平成○年○月○日　合併前市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　 〕

区　　分 内　　　容
計 画 名 北茨城市工業用水道事業経営健全化計画

（  21年度）

91.9（  21年度） 15.0（　22年度）

121.3（　21年度）

健全化判断比率の状況
□財政再生基準以上　　□早期健全化基準以上　　□経営健全化基準以上

　計画期間：

資本費 6.9（  21年度） 0.695（　21年度）

団　　体　　名 職員数  (H22. 4. 1現在) 3名

構成団体名

別添２別添２別添２別添２

事　　業　　名 工業用水道事業

事業開始年月日 昭和42年4月1日 地方公営企業法の適用・非適用 ■適　用　 □非適用



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注１　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基
　　準日の金利動向に応じて算出された予定額であり､各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上､
　　確認した補償金免除(見込)額を記入すること。
　２　各欄の数値は小数点第２位を切り上げて、小数点第１位まで記入すること。従って各欄の単純合計と「合計」欄の数値は一致しない場合
　　があること (なお、小数点第２位が０であるが、小数点第３位に数値がある場合は同様に切り上げること。）。

６　平成２２年度以降における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【旧公営企業金融公庫資金】

注１　地方公共団体が経営する当該事業に要する経費の財源として起債した公営企業債の平成22年度末以降における年利５％以上の地方債現在
　　高について、旧資金運用部、旧簡易生命保険資金、旧公営企業金融公庫資金の別、年利別に記入すること。
　２　地方債計画の区分ごとに記入し、必要に応じて行を追加すること。
　３　本表に記入する公営企業債には、当該地方公共団体の一般会計が管理するもの（一般会計出資債、補助金債のほか、一般行政病院等に係
　　る病院事業債、過疎代行事業による下水道事業債で事業経営の実態がなく一般会計が残債を管理しているもの、起債時には事業が存在して
　　いたが、その後の事業廃止等により現在は一般会計が残債を管理しているもの等）も含むが、その場合には、それらを「※上記のうち一般
　　会計負担分」に再掲すること。
　４　「※上記のうち一般会計負担分」には、上記注３のとおり、公営企業債のうち一般会計において残債の管理をしているものについて再掲
　　するものであり、公営企業会計が管理する残債に係る元利償還に対する一般会計繰出金を記入するものではない。

(単位：千円)

区　　　分

旧運用部：年利5%以上
　　　　　6%未満
旧簡保　：年利5%以上
          6%未満
旧公庫　：年利5%以上
　　　　　5.5%未満

旧運用部：年利6%以上
　　　　　6.3%未満
旧簡保　：年利6%以上
          6.5%未満
旧公庫　：年利5.5%以上
　　　　　6%未満

旧運用部：年利6.3%以上
旧簡保　：年利6.5%以上
旧公庫　：年利6%以上 合　　計

うち年利7%以上

旧 資 金 運 用 部 資 金
繰上償還希望額 36,613.7 14,189.1 31,937.1 82,739.9

6,723.3 2,733.2 7,445.3 16,901.8

旧公営企業金融公庫資金 繰上償還希望額 26,634.9 23,133.2 49,768.1

旧簡易生命保険資金 繰上償還希望額

(単位：千円)

事業債名
年利5%以上6%未満

(平成24年度末残高）
年利6%以上6.3%未満
(平成23年度末残高）

年利6.3%以上
(平成22年度末残高） 合　　計

うち年利7%以上

公
営
企
業
債

工業用水道事業債 36,613.7 14,189.1 31,937.1 82,739.9

合　　　計　　　　 (A) 36,613.7 14,189.1 31,937.1 0.0 82,739.9

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲)

工業用水道事業債 0 0 0 0 0

合　　　計　　　　 (B) 0 0 0 0 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 36,613.7 14,189.1 31,937.1 0.0 82,739.9

(単位：千円)

事業債名
年利5%以上6%未満

(平成24年度末残高）
年利6%以上6.5%未満
(平成23年度末残高）

年利6.5%以上
(平成22年度末残高） 合　　計

うち年利7%以上

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (A)

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲)

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

(単位：千円)

事業債名
年利5%以上5.5%未満

(平成24年度9月期残高）
年利5.5%以上6%未満

(平成23年度9月期残高）

年利6%以上
(平成22年度末残高） 合　　計

うち年利7%以上

公
営
企
業
債

工業用水道事業債 26,634.9 23,133.2 49,768.1

合　　　計　　　　 (A) 26,634.9 23,133.2 49,768.1

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲)

工業用水道事業債 0 0 0

合　　　計　　　　 (B) 0 0 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 26,634.9 23,133.2 49,768.1



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 維持管理費の圧縮により、修繕費の削減を図る。

課 題 ②

課 題 ③

課 題 ④

課 題 ⑤

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記入すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記入する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　入すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

内　　　　容

　工業用水道事業の経営状態は、昭和59年4月以降、料金改定をしない
で現在1㎥当たり18円を維持し、料金収入は、年間2億円であります。不
良債務及び累積欠損金もなく経営状態も安定してます。今後は、施設の
維持管理に努めます。また、景気低迷による会社経営の不安定により収
入減（水の需要減）による経営状態が悪化する可能性があり、費用面で
の経費の節減を図る。

経 営 課 題
　平成21年度決算見込みをベ－スに修繕費9百万円の減額を実施し、10
百万円で推移するように費用の削減を図りたい。
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)

(G
)

(F
)-

(G
)

(H
)

4
6

1
8

6
4

9
△

 4
3

5
8

(I
)

5
0

2
7

1
3

1
4

1
3

9
9

1
2

1
7

2
5

(J
)

4
5
6

5
1
9

5
5
6

5
8
8

6
3
3

5
6
9

5
5
0

5
5
0

5
5
0

5
5
0

6
5

4
4

4
4

4
4

(K
)

7
1
0

4
9

1
0

1
0

1
0

1
0

7
1
0

4
9

1
0

1
0

1
0

1
0

( 
I 
)

(A
)-

(B
)

(L
)

(A
)-

(B
)

(M
)

2
0
9

2
0
6

2
0
6

2
1
0

2
1
0

1
9
2

1
9
3

1
9
3

1
9
3

1
9
3

(N
)

(O
)

(P
)

(（
N

）
/
（
P

）
×

1
0
0
)

受
託

工
事

収
益

そ
の

他

営
業

外
収

益

補
助

金

他
会

計
補

助
金

そ
の

他
補

助
金

そ
の

他

収
入

計

収 益 的 支 出

営
業

費
用

職
員

給
与

費

基
本

給

退
職

手
当

そ
の

他

経
費

動
力

費

修
繕

費

材
料

費

そ
の

他

減
価

償
却

費

営
業

外
費

用

支
払

利
息

そ
の

他

支
出

計

経
常

損
益

特
別

利
益

特
別

損
失

特
別

損
益

収 益 的 収 支

収 益 的 収 入

営
業

収
益

料
金

収
入

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(E

)+
(H

)

繰
越

利
益

剰
余

金
又

は
累

積
欠

損
金

流
動

資
産

う
ち

未
収

金

流
動

負
債

う
ち

一
時

借
入

金

う
ち

未
払

金

累
積

欠
損

金
比

率
（

×
1
0
0

）

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
9
条

第
１

項
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
地

方
財

政
法

に
よ

る
資

金
不

足
の

比
率

(（
L
）
/
（
M

）
×

1
0
0
)

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全

化
法

第
2
2
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
不

足
比

率



（
単

位
：
百

万
円

，
％

）

年
　

　
　

　
　

　
度

平
成

1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
度

平
成

2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度

（
計

画
前

５
年

度
）

（
計

画
前

４
年

度
）

（
計

画
前

３
年

度
）

（
計

画
前

々
年

度
）

（
計

画
前

年
度

）
（
計

画
初

年
度

）
（
計

画
第

２
年

度
）

（
計

画
第

３
年

度
）

（
計

画
第

４
年

度
）

（
計

画
第

５
年

度
）

区
　

　
　

　
　

　
分

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

(
決

算
見

込
)

１
．

2
3
8

2
1
8

1
1
2

9
6

２
．

３
．

４
．

５
．

６
．

７
．

８
．

９
．

(A
)

2
3
8

2
1
8

1
1
2

9
6

(B
)

(A
)-

(B
)

(C
)

2
3
8

2
1
8

1
1
2

9
6

１
．

2
6
1

2
2
2

1
3
0

1
2
3

1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

7
7

7
7

7
7

7

２
．

1
8

1
9

2
0

2
2

2
5

4
2

5
8

6
8

7
0

6
9

３
．

４
．

５
．

(D
)

2
7
9

2
4
1

1
5
0

1
4
5

3
5

5
2

6
8

7
8

8
0

7
9

 (
D

)-
(C

)
(E

)
4
1

2
3

3
8

4
9

3
5

5
2

6
8

7
8

8
0

7
9

１
．

2
9

1
3

3
2

4
3

3
5

5
2

6
8

7
8

8
0

7
2

２
．

7

３
．

４
．

1
2

1
0

6
6

(F
)

4
1

2
3

3
8

4
9

3
5

5
2

6
8

7
8

8
0

7
9

(G
)

(H
)

5
9
9

7
9
8

8
9
0

9
6
4

9
3
9

8
9
7

8
3
9

7
7
1

7
0
1

6
3
2

（
２
）
他
会
計
繰
入
金

年
　

　
　

　
　

度
平

成
1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
（
計

画
前

５
年

度
）

（
計

画
前

４
年

度
）

（
計

画
前

３
年

度
）

（
計

画
前

々
年

度
）

（
計

画
前

４
年

度
）

（
計

画
初

年
度

）
（
計

画
第

２
年

度
）

（
計

画
第

３
年

度
）

（
計

画
第

４
年

度
）

（
計

画
第

５
年

度
）

区
　

　
　

　
　

分
（

決
算

）
（

決
算

）
（

決
算

）
（

決
算

）
（

決
算

）

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入

企
業

債

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
補

助
金

他
会

計
負

担
金

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

工
事

負
担

金

そ
の

他

計

(A
)の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額 純

計

資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

そ
の

他

計

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額

補 て ん 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

計

補
て

ん
財

源
不

足
額

(E
)-

(F
)

他
会

計
借

入
金

現
在

高

企
業

債
現

在
高

（
単

位
：
百

万
円

）

収
益

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
計



（
３

）
経

営
指

標
等

※
工

業
用

水
道

事
業

平
成

1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
（
計

画
前

５
年

度
）

（
計

画
前

４
年

度
）

（
計

画
前

３
年

度
）

（
計

画
前

々
年

度
）

（
計

画
前

年
度

）
（
計

画
初

年
度

）
（
計

画
第

２
年

度
）

（
計

画
第

３
年

度
）

（
計

画
第

４
年

度
）

（
計

画
第

５
年

度
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

(決
算

見
込

)
地

方
財

政
法

に
よ

る
資

金
不

足
の

比
率

(％
)

(再
掲

)

料
金

回
収

率
※

(％
)

1
2
7
.9

1
0
9
.6

1
0
1
.8

1
0
1
.2

1
0
4
.2

9
4
.6

9
5
.6

9
7
.2

9
8
.3

1
0
0
.0

資
本

費
（
円

又
は

％
）

4
.0

5
.7

6
.8

6
.4

6
.9

7
.5

7
.3

7
.0

6
.8

6
.5

総
収

支
比

率
（
法

適
用

）
(％

)
1
2
8
.2

1
0
9
.6

1
0
3
.0

1
0
1
.4

1
0
4
.5

9
4
.1

9
6
.0

9
7
.5

9
8
.5

1
0
0
.0

経
常

収
支

比
率

（
法

適
用

）
(％

)
1
2
8
.2

1
0
9
.6

1
0
3
.0

1
0
1
.4

1
0
4
.5

9
4
.1

9
6
.0

9
7
.5

9
8
.5

1
0
0
.0

営
業

収
支

比
率

（
法

適
用

）
(％

)
1
4
4
.1

1
2
4
.1

1
1
7
.0

1
1
4
.8

1
1
8
.6

1
0
6
.7

1
0
7
.8

1
0
8
.4

1
0
8
.4

1
0
9
.0

累
積

欠
損

金
比

率
（
法

適
用

）
(％

)
(再

掲
)

収
益

的
収

支
比

率
（
法

非
適

用
）

(％
)

(再
掲

)

(％
)

う
ち

基
準

内
繰

入
金

(％
)

う
ち

基
準

外
繰

入
金

(％
)

(％
)

う
ち

基
準

内
繰

入
金

(％
)

う
ち

基
準

外
繰

入
金

(％
)

注
１

　
上

記
の

各
指

標
の

算
出

方
法

に
つ

い
て

は
、

次
の

と
お

り
で

あ
る

こ
と

。

 
　

 
(
1
)
 
地

方
財

政
法

に
よ

る
資

金
不

足
の

比
率

（
％

）

 
　

　
 
ア

　
地

方
公

営
企

業
法

適
用

企
業

の
場

合
＝

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
9
条

第
１

項
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

／
（

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
）

×
１

０
０

 
　

　
 
イ

　
地

方
公

営
企

業
法

非
適

用
企

業
の

場
合

＝
地

方
財

政
法

施
行

令
第

2
0
条

第
１

項
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

／
（

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
）

×
１

０
０

 
　

 
(
2
)
 
総

収
支

比
率

（
％

）
＝

総
収

益
／

総
費

用
×

１
０

０

 
　

 
(
3
)
 
経

常
収

支
比

率
（

％
）

＝
経

常
収

益
／

経
常

費
用

×
１

０
０

 
　

 
(
4
)
 
営

業
収

支
比

率
（

％
）

＝
（

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
）

／
（

営
業

費
用

－
受

託
工

事
費

用
）

×
１

０
０

（
病

院
事

業
に

あ
っ

て
は

「
営

業
収

支
比

率
」

を
「

医
業

収
支

比
率

」
と

読
み

替
え

る
こ

と
。

）

 
　

 
(
5
)
 
累

積
欠

損
金

比
率

（
％

）
＝

累
積

欠
損

金
／

（
営

業
収

益
－

受
託

工
事

収
益

）
×

１
０

０

 
　

 
(
6
)
 
収

益
的

収
支

比
率

（
％

）
＝

総
収

益
／

（
総

費
用

＋
地

方
債

償
還

金
）

×
１

０
０

 
　

 
(
7
)
 
繰

入
金

比
率

（
％

）
＝

収
益

的
収

入
に

属
す

る
他

会
計

繰
入

金
（

又
は

資
本

的
収

入
に

属
す

る
他

会
計

繰
入

金
）

／
収

益
的

収
入

（
又

は
資

本
的

収
入

）
×

１
０

０

　
２

　
上

記
指

標
の

う
ち

「
料

金
回

収
率

」
は

、
水

道
事

業
（

簡
易

水
道

事
業

を
含

む
）

、
工

業
用

水
道

事
業

及
び

下
水

道
事

業
（

下
水

道
事

業
に

あ
っ

て
は

使
用

料
回

収
率

）
に

つ
い

て
記

入
す

る
こ

と
。

 
　

 
(
1
)
 
水

道
事

業
、

工
業

用
水

道
事

業
に

係
る

料
金

回
収

率
の

算
出

方
法

 
　

　
 
・

料
金

回
収

率
（

％
）

＝
供

給
単

価
※

1
／

給
水

原
価

※
2
×

１
０

０

　
　

　
 
 
※

1
 
供

給
単

価
（

円
／

㎥
）

＝
給

水
収

益
／

年
間

総
有

収
水

量
(
工

業
用

水
道

事
業

に
あ

っ
て

は
料

金
算

定
に

係
る

も
の

）

　
　

　
 
 
※

2
 
給

水
原

価
（

円
／

㎥
）

＝
（

経
常

費
用

－
(
受

託
工

事
費

＋
材

料
及

び
不

用
品

売
却

原
価

＋
附

帯
事

業
費

＋
基

準
内

繰
入

金
(
水

道
事

業
の

み
)
)
）

／
年

間
総

有
収

水
量

（
工

業
用

水
道

事
業

に
あ

っ
て

は
料

金
算

定
に

係
る

も
の

）

　
　

　
　

　
　

但
し

、
簡

易
水

道
事

業
に

つ
い

て
は

下
記

に
よ

る
も

の
と

す
る

。

　
　

　
　

　
　

ア
　

地
方

公
営

企
業

法
適

用
企

業
の

場
合

＝
（

経
常

費
用

－
（

受
託

工
事

費
＋

材
料

及
び

不
用

品
売

却
原

価
＋

附
帯

事
業

費
＋

基
準

内
繰

入
金

＋
減

価
償

却
費

）
＋

企
業

債
償

還
金

）
／

年
間

総
有

収
水

量

　
　

　
　

　
　

イ
　

地
方

公
営

企
業

法
非

適
用

企
業

の
場

合
＝

（
総

費
用

－
（

受
託

工
事

費
＋

基
準

内
繰

入
金

）
＋

地
方

債
償

還
金

）
／

年
間

総
有

収
水

量

 
　

 
(
2
)
 
下

水
道

事
業

に
係

る
使

用
料

回
収

率
の

算
出

方
法

 
　

　
 
・

使
用

料
回

収
率

（
％

）
＝

使
用

料
収

入
※

／
汚

水
処

理
費

※
×

１
０

０

※
　

各
年

度
の

「
使

用
料

収
入

」
及

び
「

汚
水

処
理

費
」

に
つ

い
て

は
、

「
地

方
公

営
企

業
決

算
状

況
調

査
」

で
報

告
さ

れ
た

（
又

は
報

告
す

べ
き

）
数

値
に

よ
り

算
出

し
た

、
特

別
会

計
単

位
の

率
を

記
入

す
る

こ
と

。
当

該
率

は

　
「

Ⅴ
　

繰
上

償
還

に
伴

う
経

営
改

革
促

進
効

果
」

の
「

２
　

年
度

別
目

標
等

」
の

「
(
4
)
　

下
水

道
事

業
」

に
記

入
さ

れ
る

「
使

用
料

回
収

率
」

と
一

致
す

る
も

の
で

あ
る

の
で

、
留

意
す

る
こ

と
。

　

　
３

　
上

記
指

標
の

う
ち

「
資

本
費

」
は

、
要

綱
別

表
２

に
基

づ
い

て
算

出
す

る
こ

と
。

　
４

　
上

記
指

標
の

う
ち

（
再

掲
）

と
記

し
て

あ
る

も
の

は
、

「
（

１
）

収
益

的
収

支
、

資
本

的
収

支
」

に
お

い
て

記
入

し
た

も
の

の
再

掲
の

意
で

あ
り

、
当

該
表

中
か

ら
各

年
度

に
係

る
数

値
を

転
記

す
る

こ
と

。

(単
位

：
％

)

繰 入 金 比 率

収
益

的
収

入
分

資
本

的
収

入
分



（
４

）
収

支
見

通
し

策
定

の
前

提
条

件

現
在

も
繰

出
金

は
受

け
て

い
な

い
が

、
今

後
も

受
け

な
い

予
定

。

維
持

管
理

費
の

圧
縮

に
よ

り
、

修
繕

費
の

節
減

を
図

る
。

　
注

１
　

収
支

見
通

し
を

策
定

す
る

に
当

た
っ

て
、

前
提

と
し

て
用

い
た

各
種

仮
定

（
前

提
条

件
）

に
つ

い
て

、
各

区
分

に
従

い
、

そ
れ

ぞ
れ

そ
の

具
体

的
な

考
え

方
を

記
入

す
る

こ
と

。

　
　

　
①

　
料

金
設

定
の

考
え

方
、

料
金

収
入

の
見

込
み

　
　

　
　

　
現

在
の

料
金

設
定

の
考

え
方

（
設

定
方

法
等

）
や

、
料

金
水

準
に

対
す

る
考

え
方

（
類

似
団

体
等

と
の

比
較

）
、

今
後

の
料

金
収

入
の

見
込

み
と

そ
の

根
拠

（
有

収
水

量
や

利
用

者
数

の
推

移
等

）
等

に
つ

い
て

記
入

す
る

こ
と

。

　
　

　
②

　
他

会
計

繰
入

金
の

見
込

み

　
　

　
　

　
他

会
計

か
ら

の
負

担
金

、
補

助
金

、
出

資
等

の
対

象
、

規
模

、
推

移
等

に
つ

い
て

、
ど

の
よ

う
に

条
件

設
定

し
た

の
か

分
か

る
よ

う
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

　
③

　
大

規
模

投
資

の
有

無
、

資
産

売
却

等
に

よ
る

収
入

の
見

込
み

　
　

　
　

　
大

規
模

な
建

設
改

良
事

業
の

実
施

予
定

の
有

無
、

事
業

費
規

模
や

実
施

時
期

及
び

そ
の

際
の

財
源

等
、

ま
た

、
資

産
の

売
却

時
期

や
額

等
に

つ
い

て
、

内
容

が
わ

か
る

よ
う

に
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

　
④

　
そ

の
他

収
支

見
通

し
策

定
に

当
た

っ
て

前
提

と
し

た
も

の

　
　

　
　

　
収

支
見

通
し

策
定

に
当

た
っ

て
設

定
し

た
料

金
設

定
、

他
会

計
繰

入
金

、
大

規
模

投
資

・
資

産
売

却
以

外
の

前
提

条
件

を
設

定
し

て
い

る
場

合
に

は
、

そ
の

内
容

を
具

体
的

に
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

２
　

病
院

事
業

に
あ

っ
て

は
、

「
料

金
設

定
の

考
え

方
」

に
つ

い
て

は
記

入
不

要
で

あ
る

こ
と

（
「

料
金

収
入

の
見

込
み

」
に

つ
い

て
は

要
記

入
の

こ
と

）
。

　
　

３
　

必
要

に
応

じ
て

行
を

追
加

し
て

記
入

す
る

こ
と

。

条
件

項
目

収
支

見
通

し
策

定
に

当
た

っ
て

の
考

え
方

（
前

提
条

件
）

昭
和

5
9
年

度
に

料
金

改
定

し
、

基
本

方
針

と
し

て
は

、
一

般
会

計
の

繰
り

出
し

は
受

け
な

い
で

、
独

立
採

算
の

原
則

を
踏

ま
え

、
健

全
な

事
業

運
営

を
推

し
進

め
て

い
る

。
し

か
し

平
成

2
2
年

度
に

2
社

が
倒

産
し

、
収

入
の

確
保

が
難

し
い

状
況

に
あ

り
、

経
費

の
節

減
を

し
な

が
ら

経
営

の
健

全
化

を
図

っ
て

い
く
。

１
　

料
金

設
定

の
考

え
方

、
料

金
収

入
の

見
込

み

２
　

他
会

計
繰

入
金

の
見

込
み

３
　

大
規

模
投

資
の

有
無

、
資

産
売

却
等

に
よ

る
　

収
入

の
見

込
み

４
　

そ
の

他
収

支
見

通
し

策
定

に
当

た
っ

て
前

提
　

と
し

た
も

の



Ⅳ
　

経
営

健
全

化
に

関
す

る
施

策
※

工
業

用
水

道
事

業

Ⅱ
の

課
題

番
号

①

項
　

　
　

　
目

具
　

体
　

的
　

内
　

容

１
　

経
常

経
費

の
見

直
し

○
　

定
員

管
理

平
成

6
年

4
月

よ
り

一
部

民
間

委
託

し
て

お
り

、
平

成
2
1
年

度
決

算
に

お
い

て
も

人
員

4
名

体
制

で
業

務
を

行
っ

て
い

ま
す

の
で

、
今

後
も

現
状

の
体

制
を

維
持

す
る

。

○
　

給
与

の
あ

り
方

今
後

と
も

国
家

公
務

員
に

準
じ

た
給

与
体

系
と

す
る

。

◇
　

給
与

構
造

の
見

直
し

、
地

域
手

　
当

等
の

あ
り

方
国

家
公

務
員

に
準

じ
た

給
与

構
造

改
革

を
今

後
も

実
施

し
て

い
く
。

地
域

手
当

は
な

し
。

◇
　

技
能

労
務

職
員

に
相

当
す

る
職

　
種

に
従

事
す

る
職

員
等

の
給

与
の

　
あ

り
方

一
般

行
政

職
と

同
様

に
給

与
構

造
改

革
を

実
施

し
て

い
く
中

で
、

国
を

上
回

る
給

与
と

な
ら

な
い

よ
う

に
す

る
。

◇
　

退
職

時
特

昇
等

退
職

手
当

の
あ

　
り

方
退

職
時

特
別

昇
級

に
つ

い
て

は
、

Ｈ
１

８
年

度
に

廃
止

済
み

で
あ

る
。

◇
　

福
利

厚
生

事
業

の
あ

り
方

市
民

に
理

解
さ

れ
る

福
祉

厚
生

事
業

の
推

進
に

努
め

て
い

る
。

○
　

維
持

管
理

費
等

の
縮

減
そ

の
他

経
営

　
効

率
化

に
向

け
た

取
組

　
平

成
２

１
年

度
決

算
見

込
み

に
お

い
て

、
修

繕
費

１
９

百
万

円
の

内
９

百
万

円
の

減
額

し
、

１
０

百
万

で
推

移
す

る
よ

う
に

費
用

の
圧

縮
を

図
り

、
今

後
と

も
経

費
の

節
減

に
努

め
効

率
的

な
運

営
を

図
る

。
（
課

題
①

）

○
　

指
定

管
理

者
制

度
の

活
用

等
民

間
委

　
託

の
推

進
や

Ｐ
Ｆ

Ｉ
の

活
用



Ⅳ
　

経
営

健
全

化
に

関
す

る
施

策
（

つ
づ

き
）

Ⅱ
の

課
題

番
号

　
注

１
　

上
記

区
分

に
応

じ
、

「
Ⅱ

 
財

務
状

況
の

分
析

」
の

「
経

営
課

題
」

に
掲

げ
た

各
課

題
に

対
応

す
る

施
策

を
具

体
的

に
記

入
す

る
こ

と
。

そ
の

際
、

ど
の

課
題

に
対

応
す

る
施

策
か

が
明

ら
か

と
な

る
よ

う
、

Ⅱ
に

付
し

　
　

　
た

課
題

番
号

を
「

Ⅱ
の

課
題

番
号

」
欄

に
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

２
　

今
後

行
う

経
営

改
革

の
取

組
の

内
容

に
つ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。
な

お
、

平
成

1
9
年

度
か

ら
平

成
2
1
年

度
ま

で
の

間
に

公
的

資
金

補
償

金
免

除
繰

上
償

還
措

置
の

承
認

を
受

け
て

い
る

公
営

企
業

に
つ

い
て

は
、

更
な

　
　

　
る

経
営

改
革

の
取

組
の

内
容

が
分

か
る

よ
う

に
記

載
す

る
こ

と
。

た
だ

し
、

新
規

に
計

画
を

策
定

す
る

公
営

企
業

に
つ

い
て

は
、

計
画

前
５

年
間

に
取

り
組

ん
で

き
た

経
営

改
革

に
関

す
る

施
策

に
つ

い
て

も
記

入
す

る

　
　

　
こ

と
。

　
　

３
　

本
表

各
項

目
に

記
入

し
た

各
種

施
策

の
う

ち
、

当
該

取
組

の
効

果
と

し
て

改
善

効
果

額
の

算
出

が
可

能
な

項
目

に
つ

い
て

は
、

「
Ⅴ

 
繰

上
償

還
に

伴
う

経
営

改
革

効
果

」
の

「
年

度
別

目
標

」
に

そ
の

改
善

効
果

額
を

　
　

　
記

入
す

る
こ

と
。

な
お

、
当

該
改

善
効

果
額

が
計

画
前

年
度

と
の

比
較

に
よ

り
算

出
で

き
な

い
項

目
（

資
産

売
却

収
入

・
工

事
コ

ス
ト

縮
減

等
）

に
つ

い
て

は
、

当
該

改
善

効
果

額
の

算
出

方
法

も
併

せ
て

各
欄

に
記

入

　
　

　
す

る
こ

と
。

　
　

４
　

繰
越

欠
損

金
や

不
良

債
務

、
資

金
不

足
額

等
が

な
い

場
合

等
、

事
業

の
経

営
状

態
が

良
好

な
場

合
又

は
必

ず
し

も
悪

い
と

は
い

え
な

い
状

態
の

場
合

で
あ

っ
て

も
、

事
業

経
営

を
良

好
な

状
態

に
維

持
す

る
た

め
又

は

　
　

　
更

な
る

経
営

効
率

化
の

た
め

に
講

じ
る

こ
と

と
し

て
い

る
費

用
削

減
施

策
・

収
入

確
保

施
策

等
が

あ
れ

ば
、

当
該

施
策

を
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

５
　

必
要

に
応

じ
て

行
を

追
加

し
て

記
入

す
る

こ
と

。

項
　

　
　

　
目

具
　

体
　

的
　

内
　

容

２
　

コ
ス

ト
等

に
見

合
っ

た
適

正
な

料
金

水
準

　
へ

の
引

上
げ

、
売

却
可

能
資

産
の

処
分

等
に

　
よ

る
歳

入
の

確
保

○
　

行
政

評
価

の
導

入
検

討
す

る
。

４
　

そ
の

他

○
　

料
金

水
準

が
著

し
く

低
い

団
体

に
あ

　
っ

て
は

、
コ

ス
ト

等
に

見
合

っ
た

適
正

　
な

料
金

水
準

へ
の

引
き

上
げ

に
向

け
た

　
取

組

３
　

経
営

健
全

化
や

財
務

状
況

に
関

す
る

情
報

　
公

開
の

推
進

と
行

政
評

価
の

導
入

○
　

経
営

健
全

化
や

財
務

状
況

に
関

す
る

　
情

報
公

開
経

営
健

全
化

計
画

及
び

 財
務

状
況

に
つ

い
て

は
、

市
ホ

－
ム

ペ
－

ジ
に

掲
載

し
て

い
る

。
な

お
、

財
政

状
況

は
市

広
報

誌
等

で
情

報
を

公
開

し
て

い
る

。



Ⅴ
　

繰
上

償
還

に
伴

う
経

営
改

革
促

進
効

果
１

　
主

な
課

題
と

取
組

み
及

び
目

標
※

工
業

用
水

道
事

業

　
注

１
　

上
記

各
項

目
に

は
、

Ⅱ
で

採
り

上
げ

た
経

営
課

題
に

対
応

す
る

取
組

と
し

て
Ⅳ

に
掲

げ
た

経
営

健
全

化
に

関
す

る
施

策
の

う
ち

、
そ

れ
ぞ

れ
各

項
目

に
該

当
す

る
も

の
に

つ
い

て
、

そ
の

対
応

関
係

が
分

か
る

よ
う

に
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

　
　

な
お

、
地

方
公

共
団

体
の

財
政

の
健

全
化

に
関

す
る

法
律

（
平

成
1
9
年

法
律

第
9
4
号

）
（

以
下

、
「

財
政

健
全

化
法

」
と

い
う

。
）

に
規

定
す

る
「

財
政

健
全

化
計

画
」

、
「

財
政

再
生

計
画

」
又

は
「

経
営

健
全

化
計

画
」

を
定

め
て

い
る

こ
と

か
ら

、
地

方
財

政
法

施
行

令
附

則
第

６
条

第
３

項
の

規
定

に

　
　

　
よ

り
、

こ
れ

ら
の

計
画

を
「

公
営

企
業

経
営

健
全

化
計

画
」

と
み

な
す

場
合

に
は

、
各

計
画

に
お

け
る

施
策

の
う

ち
、

そ
れ

ぞ
れ

の
各

項
目

に
該

当
す

る
も

の
に

つ
い

て
、

そ
の

対
応

関
係

が
分

か
る

よ
う

に
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

２
　

各
項

目
へ

の
記

入
に

当
た

っ
て

は
、

Ⅳ
に

掲
げ

た
施

策
又

は
健

全
化

法
に

基
づ

く
計

画
に

掲
げ

た
方

策
を

そ
の

ま
ま

転
記

せ
ず

、
ポ

イ
ン

ト
を

簡
潔

に
ま

と
め

た
形

で
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

３
　

必
要

に
応

じ
て

行
を

追
加

し
て

記
入

す
る

こ
と

。

３
　

一
般

会
計

等
か

ら
の

基
準

外
繰

出
し

の
解

消
等

現
在

も
繰

出
し

は
受

け
て

い
な

い
が

今
後

も
繰

り
出

し
は

受
け

な
い

予
定

。

４
　

そ
の

他
維

持
管

理
費

の
内

修
繕

費
の

圧
縮

に
よ

り
経

費
の

節
減

に
努

め
効

率
的

な
運

営
を

図
る

。

課
　

題
取

　
組

　
み

　
及

　
び

　
目

　
標

１
　

経
常

経
費

の
見

直
し

平
成

１
５

年
度

か
ら

平
成

２
０

年
度

の
６

ヶ
年

継
続

事
業

に
お

い
て

、
企

業
債

を
借

り
入

れ
事

業
を

実
施

し
、

改
築

事
業

は
あ

る
程

度
終

了
し

た
た

め
、

今
後

と
も

経
費

の
節

減
を

図
っ

て
い

く
。

２
　

経
営

効
率

化
や

料
金

適
正

化
に

よ
る

繰
越

欠
損

金
の

解
消

等



Ⅴ
　

繰
上

償
還

に
伴

う
経

営
改

革
促

進
効

果
（

つ
づ

き
）

２
　

年
度

別
目

標
等

（
２

）
工

業
用

水
道

事
業

【
新

規
計

画
策

定
団

体
】

　
　

①
　

年
度

別
目

標
（
単

位
：
百

万
円

、
％

）

平
成

1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
（

計
画

前
５

年
度

）
（

計
画

前
４

年
度

）
（

計
画

前
３

年
度

）
（

計
画

前
々

年
度

）
（

計
画

前
年

度
）

（
計

画
初

年
度

）
（

計
画

第
２

年
度

）
（

計
画

第
３

年
度

）
（

計
画

第
４

年
度

）
（

計
画

第
５

年
度

）
（

決
　

算
）

（
決

　
算

）
（

決
　

算
）

（
決

　
算

）
（

決
算

見
込

）
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5
9
9

7
9
8

8
9
0

9
6
4

9
3
9

8
9
7

8
3
9

7
7
1

7
0
1

6
3
2

【
収

入
の

確
保

】

 
改

善
効

果
額

（
料

金
の

適
正

化
）

改
善

効
果

額
（

収
入

増
額

）

 
改

善
効

果
額

（
開

拓
に

よ
る

収
入

増
額

）

改
善

効
果

額

【
経

費
の

削
減

】

改
善

効
果

額

改
善

効
果

額

9
7

8
1
7

1
9

1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

改
善

効
果

額
（

適
正

化
）

9
9

9
9

9
4
5

改
善

効
果

額
（

縮
減

額
）

改
善

効
果

額

改
善

効
果

額

　
注

 
　

「
課

題
」

欄
に

つ
い

て
は

、
「

１
　

主
な

課
題

と
取

組
み

及
び

目
標

」
の

「
課

題
」

欄
の

番
号

を
記

入
す

る
こ

と
。

4
5

1
7

②
　

経
営

状
況

平
成

1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
（

計
画

前
５

年
度

）
（

計
画

前
４

年
度

）
（

計
画

前
３

年
度

）
（

計
画

前
々

年
度

）
（

計
画

前
年

度
）

（
計

画
初

年
度

）
（

計
画

第
２

年
度

）
（

計
画

第
３

年
度

）
（

当
初

第
４

年
度

）
（

計
画

第
５

年
度

）

（
決

　
算

）
（

決
　

算
）

（
決

　
算

）
（

決
　

算
）

（
決

算
見

込
）

2
5
,
1
9
0

2
5
,
0
3
3

2
5
,
5
7
4

2
4
,
3
1
1

2
2
,
8
2
5

2
2
,
5
9
6

2
2
,
5
9
6

2
2
,
5
9
6

2
2
,
5
9
6

2
2
,
5
9
6

3
3
,
3
1
0

3
3
,
3
1
0

3
3
,
3
1
0

3
3
,
3
1
0

3
3
,
3
1
0

3
3
,
3
1
0

3
3
,
3
1
0

3
3
,
3
1
0

3
3
,
3
1
0

3
3
,
3
1
0

7
5
.
6

7
5
.
2

7
6
.
8

7
3
.
0

6
8
.
5

6
7
.
8

6
7
.
8

6
7
.
8

6
7
.
8

6
7
.
8

 
供

給
単

価
　

　
　

（
円

／
㎥

）
1
7
.
4

1
7
.
2

1
7
.
1

1
7
.
5

1
7
.
5

1
7
.
5

1
7
.
5

1
7
.
5

1
7
.
5

1
7
.
5

 
給

水
原

価
　

　
　

（
円

／
㎥

）
1
3
.
6

1
5
.
7

1
6
.
8

1
7
.
3

1
6
.
8

1
8
.
5

1
8
.
3

1
8
.
0

1
7
.
8

1
7
.
5

③
　

施
設

利
用

率
改

善
に

つ
い

て
の

方
策

　
注

１
　

本
項

目
に

つ
い

て
は

、
計

画
前

年
度

決
算

見
込

に
お

い
て

施
設

利
用

率
が

６
割

未
満

の
団

体
の

み
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

２
　

「
施

設
利

用
率

改
善

計
画

の
概

要
・

実
施

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

」
又

は
少

な
く

と
も

「
検

討
体

制
・

実
施

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

、
検

討
の

方
向

性
、

結
論

を
と

り
ま

と
め

る
時

期
」

を
具

体
的

に
記

入
す

る
こ

と
。

課
　

題
目

標
又

は
実

績
計

画
前

５
年

度
実

績

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

）

工
事

コ
ス

ト

累
積

欠
損

金
比

率

①

一
日

平
均

配
水

量
(
㎥

)
の

総
計

(
全

施
設

)
①

給
与

水
準

水
需

要
の

開
拓

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

）

　
職

員
給

与
費

（
退

職
手

当
以

外
）

 
施

設
利

用
率

（
％

）
(
①

/
②

×
1
0
0
)

計
画

前
５

年
間

改
善

効
果

額
　

合
計

改
善

効
果

額

＜
参

考
＞

補
償

金
免

除
額

（
旧

資
金

運
用

部
資

金
）

配
水

能
力

の
見

直
し

維
持

管
理

費
等

 
一

日
配

水
能

力
(
㎥

)
の

総
計

(
全

施
設

)
②

計
画

合
計

資
産

の
有

効
活

用

改
善

効
果

額
　

合
計

　
Ａ

企
業

債
現

在
高

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
）

職
員

給
与

費
の

適
正

化

料
金

改
定

率


